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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○経常収支比率　市町村財政比較分析表に記載。
○人件費　類似団体をやや下回り全国平均をやや上回っている。これは、保育所、給食センター、消防業務を直営で行っているた
め、職員数が比較的多くなっていることが主な要因である。行政サービスの提供方法の差異によるものといえる。民間でも実施可能
な部分から指定管理者制度の導入等委託化を検討していく。職員給については、手当で一部国との相違があるが、給料については
平成17年度から国に準拠している。今後も定員管理適正化計画に基づき適正な定員管理に努める。
○物件費　類似団体、全国平均を大きく下回っている。土佐市財政すこやか計画の着実な実行により効果が現れているので、今後も
引き続きさらなる歳出抑制に努める。
○扶助費 扶助費に係る経常収支比率が類似団体の平均を大きく上回っており、かつ漸増傾向にある。要因として、１人当たりの決
算額において生活保護費が類似団体と比較して60％増となっていることが挙げられる。長引く不況による景気の低迷は生活保護率
の漸増となって現れている。資格審査等の適正化など各種適正化事業を行うことで、財政を圧迫する上昇傾向に歯止めをかけるよう
努める。
○公債費以外　類似団体、全国平均をともに下回っている。扶助費以外は類似団体平均の枠内に収まっており、今後も土佐市財政
すこやか計画に沿って計画を着実に実行することによりさらなる歳出削減に努める。
○公債費　類似団体、全国とも平均を下回っている。公債費そのものの額は平成12年度をピークに下がり続けており、それに伴い実
質公債費比率も低下している。しかし、今後、防災関連経費など、大型事業を実施する予定であるので、発行については必要最小限
にとどめ、実質公債費比率が上昇することのないよう計画的な発行に努める。
○補助費等　類似団体、全国平均より下回っている。これは各種団体への補助金を適正に管理しているためである。今後も補助金を
交付する適当な事業を行っているかなどについて、明確な基準を順守しさらに適正化に努める。
○その他　その他にかかる経費は類似団体では平均を下回っているが、全国平均とはほぼ同じである。現在は赤字補填的な繰り出
しを行っている事業はないが、国民健康保険特別会計においては、国民健康保険税の適正化を図る検討を行っていく必要がある。
また、土佐市民病院は改築に向け多額の企業債を起こしており、改築に係る償還は平成25年度から本格的に始まるが、これからも
健全経営を続けていくよう努める。
○普通建設事業費　普通建設事業費の人口1人当たり決算額が平成17年度に増加したのは老朽化した小学校を改築したためであ
り、平成18年度には中学校の体育館の改築を行ったことによるものである。類似団体平均を上回っているのは、ここ数年間続く波介
川河口導流周辺対策事業、漁業集落環境整備事業等の大型事業を継続して行っているためであり、今後も現状を上回る推移を続
ける予定である。現在は実質公債費比率が下降している（平成18年度13.7%⇒12.8%）しているが、真の市民サービスにつながる事業
を取捨選択し、普通建設事業費の現状水準を維持し、実質公債費比率等も注視しながら、遅れている社会資本の充実に努めたい。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,545,827 85,085 88,044 ▲ 3.4
賃金（物件費） 177,765 5,941 4,518 31.5
一部事務組合負担金（補助費等） 72,767 2,432 10,189 ▲ 76.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 8,000 267 512 ▲ 47.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 74,465 2,489 3,339 ▲ 25.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 39,454 1,319 1,951 ▲ 32.4
▲退職金 ▲ 288,180 ▲ 9,631 ▲ 10,172 ▲ 5.3
合計 2,630,098 87,901 98,382 ▲ 10.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 10.03 9.60 0.43
ラスパイレス指数 97.4 95.6 1.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 1,420,284 47,468 60,200 ▲ 21.1

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 29 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 84,093 2,811 13,851 ▲ 79.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 186,110 6,220 4,358 42.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 20,292 678 2,323 ▲ 70.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 93 3 42 ▲ 92.9

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 1,000,357 ▲ 33,433 ▲ 42,157 ▲ 20.7

合計 710,515 23,746 38,645 ▲ 38.6

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 高知県 土佐市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,532,641 49,816 ▲ 34.0 107,015 ▲ 3.5 ▲ 30.5

うち単独分 1,014,755 32,983 ▲ 39.1 56,216 ▲ 3.9 ▲ 35.2

1,831,614 59,763 20.0 85,361 ▲ 20.2 40.2

うち単独分 632,704 20,644 ▲ 37.4 44,217 ▲ 21.3 ▲ 16.1

1,845,941 60,588 1.4 70,938 ▲ 16.9 18.3

うち単独分 1,163,388 38,185 85.0 35,063 ▲ 20.7 105.7

2,396,234 79,319 30.9 64,690 ▲ 8.8 39.7

うち単独分 1,611,239 53,335 39.7 39,427 12.4 27.3

2,202,416 73,608 ▲ 7.2 64,305 ▲ 0.6 ▲ 6.6

うち単独分 1,288,428 43,061 ▲ 19.3 34,136 ▲ 13.4 ▲ 5.9

過去５年間平均 1,961,769 64,619 2.2 78,462 ▲ 10.0 12.2

うち単独分 1,142,103 37,642 5.8 41,812 ▲ 9.4 15.2
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